
事務事業評価シート

事業番号 事務事業名 所管部課
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令和５年度
（予算額）

4,117

4,117

令和４年度
（決算見込額）

2,619

2,619

2,619

0.02

20 交換物集配委託料 教育企画課

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的【1】 根拠法令等【2】

市立小・中学校及び西原総合教育施設と教育委員会事務局との間において、定期的に交換物を集配すること
で円滑な学校運営に資することを目的とする。

事業内容・実施方法等／補助の概要【3】

実施形態【6】事業開始時期【5】 平成20年度

【事業内容・実施方法】
原則、開庁日に、教育委員会事務局と西東京市立小・中学校及び西原総合教育施設との間の文書及び物品の集配を行う。
【委託内容】
・業務時間　午前11時30分から午後５時まで
・業務内容　１日１回、教育委員会事務局に設置されている文書交換箱に分配されている交換物を、各学校等へ巡回しながら配
送するとともに、各学校等から教育委員会事務局宛ての交換物を受領する。教育委員会事務局へ帰庁後は受領した交換物を文
書交換箱へ分配する。
・交換業務実施対象箇所
令和２年度は20校、令和３年度は21校、令和４年度から市立全小中学校27校を含む28箇所について委託を行っている。
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交換業務実施対象箇所

内
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事業費(A)　【7】

主要な経費：

その他：

委託料

施設

単位

28

令和４年度
（実績値）

令和３年度
（実績値）

令和３年度
（決算額）

421

11,774

8,158

1.08

3,616

3,616

3,616

令和２年度
（決算額）

7,206

9,978

356

2,772

2,772

指標名

市民・関連団体等の意見【13】
（アンケート結果など）

代替・類似サービスの有無【15】

事
業
環
境
等

交換便業務を委託している市は12市（西東京市含む。）そのうち週５日実施
は10市、週３日実施が１市、週２日実施が１市となっている。

他団体のサービス水準との比較【14】
（平均値、本市の順位など）

特になし

文書交換等委託（総務課）

②

①交換業務実施対象箇所

《指標の説明・数値変化の理由　など》【12】
交換業務を行った施設の数（市立小・中学校及び西原総合教育施設）
令和２年度は、一部の学校（８校）について直営（学校用務員による集配）にて実施。
令和３年度は移転したひばりが丘中学校を委託化。
令和４年度から残りの７校を委託化し、全校で委託実施。

令和２年度
（実績値）

【11】

評
価
指
標

令和５年度

2828

法律

条例・規則等

要綱・要領

政令・省令

上

中

下

有

無

直営 委託 補助 その他



【一次評価】

【二次評価】

【外部評価】

【行革本部評価】

業務負担 少ない 本委託業務の運用面の業務は軽い。

Ｂ

事業（補助）の対象

改善の方向性と
今後のスケジュール

【19】

検証項目の見方　Ａ：事業実施の意義を検証する項目　Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目

二次評価【17】 評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等【18】
　原則として開庁日には毎日実施している教育委員会事務局と学校間での伝票や各種文書等の集配業
務は円滑な学校運営に寄与しており、必要不可欠な業務と言える。直営（市職員）による業務実施につい
ては、労務管理上の課題や人件費などの面において高コストとなる要因となっていた。市内全校を委託す
る場合と一部の学校のみを委託する場合の経費に大差はないことから、民間事業者に全校分を一括委託
することは合理的と考える。
　なお、当面は継続実施が妥当であるが、今後、文書や伝票の電子化による進捗状況に応じて、本業務
の頻度や必要性については検証する必要があるものと考える。

評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等【18】外部評価【17】

評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等【18】行革本部評価【17】

受益者負担 ― 受益者負担の考え方には該当しない。

適切 教育委員会所管の全ての学校等が対象であり適切である。

事業（補助）の内容 適切 必要不可欠な交換物の集配業務を合理的に実施されている。

事業コスト 普通 他自治体と比較しても標準的なコストである。

事業コスト

業務負担

判定

高い

適切

適切

適切

―

普通

少ない

検証項目の見方　Ａ：事業実施の意義を検証する項目　Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目

一次評価【17】 評価の判断理由及び現状の課題など【18】

　交換便業務は、主に教育委員会事務局と学校間での契約関係、支払伝票、文書関係の収受を行うた
め、原則として開庁日は毎日実施している。学校においては、日常的に契約、支払い等の事務が発生して
おり、週５日の交換業務があることで遅滞なく円滑な学校運営につながっている。直営での実施について
は、労務管理の課題もあり、委託をすることが効率的な事務及び円滑な学校運営につながる。なお、教育
委員会以外の市長部局及び関係機関から各学校への啓発、周知などの連絡にも交換便が広く使用され
ている。

検証項目 判定 判定理由

A
事業の必要性 普通 学校運営を円滑に行うため、各学校等と教育委員会事務局間の交換物の集配業務は必要である。

実施主体の妥当性 適切 市が主体となって行うべき事業である。

A

判定理由

学校運営を円滑に行うためには必要不可欠である。

市が主体となって行うべき事業である。

学校運営を円滑に行うため全校で毎日実施する必要がある。

必要不可欠な業務を全校で委託しており、効率的効果的な委託となっている。

受益者負担の考え方には該当しない。Ｂ

他自治体と比較しても標準的なコストである。

委託事業のため業務負担は軽減されている。

事業の必要性

実施主体の妥当性

事業（補助）の対象

検証項目【16】

事業（補助）の内容

受益者負担

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

廃止


